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２
０
０
６
年
９
月
26
日
、
第
１
次
安
倍
政
権
が
成

立
す
る
と
同
時
に
、
自
民
党
の
長
年
の
懸
案
事
項
で

あ
っ
た
教
育
改
革
が
進
め
ら
れ
た
。

ま
ず
10
月
10
日
、
閣
議
決
定
に
よ
り
「
教
育
再
生

会
議
」
が
設
置
さ
れ
る
。
構
成
は
内
閣
総
理
大
臣
、

内
閣
官
房
長
官
、
文
部
科
学
大
臣
、
他
に
有
識
者
メ

ン
バ
ー
17
人
。
し
か
し
そ
の
中
に
教
育
学
者
は
一
人

も
い
な
か
っ
た
。
し
か
も
担
当
室
事
務
局
長
が
山
谷

え
り
子
、
担
当
室
長
が
義
家
弘
介
で
あ
る
。

「
教
育
再
生
会
議
」
が
具
体
的
な
変
更
を
検
討
し

て
い
る
一
方
で
、12
月
15
日
に
「
改
正
教
育
基
本
法
」

が
成
立
す
る
。

旧
「
教
育
基
本
法
」
は
憲
法
の
理
念
を
教
育
に
生

か
す
べ
く
、
そ
の
核
と
す
る
の
は
個
人
の
尊
厳
で
あ

り
、
公
権
力
の
不
当
な
介
入
を
否
定
し
た
。
旧
教
育

基
本
法
と
新
教
育
基
本
法
の
違
い
は
次
ペ
ー
ジ
の
資

料
を
ご
参
照
の
ほ
ど
。

翌
07
年
１
月
24
日
、
教
育
再
生
会
議
は
報
告
書
を

提
出
。「
教
育
再
生
の
た
め
の
当
面
の
取
り
組
み
」

と
し
て
、
①
ゆ
と
り
教
育
の
見
直
し
、
②
体
罰
禁
止

通
知
の
見
直
し
、
③
教
員
免
許
更
新
制
導
入
、
④
教

育
委
員
会
改
革
、
④
学
習
指
導
要
領
の
改
訂
及
び
学

校
の
責
任
体
制
の
確
立
等
、
４
つ
の
緊
急
対
応
を
要

求
し
た
。

３
月
10
日
、中
央
教
育
審
議
会
が
「
教
育
三
法
」（
学

校
教
育
法
、
地
方
教
育
行
政
法
、
教
育
職
員
免
許
法
）
の
改

正
を
答
申
す
る
。
20
日
後
の
３
月
30
日
に
は
改
正
案

が
国
会
へ
提
出
さ
れ
、
６
月
20
日
に
「
改
正
教
育
三

法
」
が
成
立
す
る
。

教
育
三
法
成
立
過
程
の
異
様
さ
を
私
た
ち
は
忘
れ

て
は
い
け
な
い
。
通
常
な
ら
衆
議
院
の
文
部
科
学
委

員
会
で
審
議
さ
れ
る
も
の
が
、「
教
育
再
生
に
関
す

る
特
別
委
員
会
」
を
設
置
し
て
一
日
（
５
月
17
日
）
で

審
議
。
本
会
議
（
５
月
18
日
）
に
お
け
る
与
党
の
み
の

採
択
で
可
決
。
そ
の
後
参
議
院
に
移
っ
て
か
ら
も
委

員
会
で
の
与
党
に
よ
る
強
行
採
決
、
及
び
本
会
議
で

の
与
党
賛
成
多
数
に
よ
る
採
決
・
成
立
と
い
う
経
過

を
た
ど
っ
て
い
る
。

結
局
、
安
倍
政
権
が
行
な
っ
た
教
育
改
革
と
は
①

国
家
主
義
的
か
つ
復
古
主
義
的
な
教
育
・
指
導
で
あ

り
、
②
新
自
由
主
義
的
な
教
育
再
編
で
あ
り
、
③
地

方
自
治
を
否
定
す
る
国
家
権
力
へ
の
統
制
強
化
だ
っ

た
。安

倍
政
権
が
行
な
っ
て
き
た
様
々
な
政
策
に
統
一

教
会
の
影
響
が
憂
慮
さ
れ
て
い
る
現
在
、
異
常
と
も

思
え
る
教
育
改
革
を
改
め
て
見
直
し
、
子
ど
も
た
ち

に
と
っ
て
よ
り
良
い
教
育
制
度
に
変
え
て
い
く
必
要

が
あ
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

（
文
責
：
細
井
明
美
／
本
誌
編
集
委
員
）

　
特
集
２　
安
倍
政
治
の
検
証

　
　
　
　
　
　
「
教
育
」は
ど
う
変
え
ら
れ
た
か

【教育三法の改正内容】

学校教育法 地方教育行政法 教育職員免許法
①	「義務教育の目標」設
定

②	 副校長の新設
③	 学校評価・情報公開の
規定整備

④	 大学等の履修証明制度

①	 教育委員会の責任体制
の明確化

②	 教育委員会の体制の充
実

③	 教育委員の数の弾力化、
保護者の参加等

④	 教育委員会に対する国
の権限強化

⑤	 教育委員会を通じた知
事の私学への権限強化

①	 教員免許更新制
②	 指導が不適切な教員の
認定・研修（教育公務
員特例法）

③	 分限免職者の免許失効
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特
集
２　
安
倍
政
治
の
検
証
︱
「
教
育
」は
ど
う
変
え
ら
れ
た
か

旧教育基本法（1947/3/31　法律第 25号） 新教育基本法（2006/12/22　法律第 120号）

前文 われらは、さきに、日本国憲法を確定し、民主的
で文化的な国家を建設して、世界の平和と人類の
福祉に貢献しようとする決意を示した。この理想
の実現は、根本において教育の力にまつべきもの
である。
われらは、個人の尊厳を重んじ、真理と平和を希
求する人間の育成を期するとともに、普遍的にし
てしかも個性ゆたかな文化の創造をめざす教育を
普及徹底しなければならない。
ここに、日本国憲法の精神に則り、教育の目的を
明示して、新しい日本の教育の基本を確立するた
め、この法律を制定する。

我々日本国民は、たゆまぬ努力によって築いてき
た民主的で文化的な国家を更に発展させるととも
に、世界の平和と人類の福祉の向上に貢献するこ
とを願うものである。 　
我々は、この理想を実現するため、個人の尊厳を
重んじ、真理と正義を希求し、公共の精神を尊び、
豊かな人間性と創造性を備えた人間の育成を期す
るとともに、伝統を継承し、新しい文化の創造を
目指す教育を推進する。

目的 第１条（教育の目的） 第１章　教育の目的及び理念

教育は、人格の完成をめざし、平和的な国家及び
社会の形成者として、真理と正義を愛し、個人の
価値をたっとび、勤労と責任を重んじ、自主的精
神に充ちた心身ともに健康な国民の育成を期して
行われなければならない。

第１条　教育は、人格の完成を目指し、平和で民
主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を
備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行わ
れなければならない。

方針 第２条（教育の方針） （教育の目標）

教育の目的は、あらゆる機会に、あらゆる場所に
おいて実現されなければならない。この目的を達
成するためには、学問の自由を尊重し、実際生活
に即し、自発的精神を養い、自他の敬愛と協力に
よって、文化の創造と発展に貢献するように努め
なければならない。

第２条　教育は、その目的を実現するため、学問
の自由を尊重しつつ、次に掲げる目標を達成する
よう行われるものとする。
　一　幅広い知識と教養を身に付け、真理を求め
る態度を養い、豊かな情操と道徳心を培うととも
に、健やかな身体を養うこと。
　二　個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、
創造性を培い、自主及び自律の精神を養うととも
に、職業及び生活との関連を重視し、勤労を重ん
ずる態度を養うこと。
　三　正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協
力を重んずるとともに、公共の精神に基づき、主
体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する
態度を養うこと。
　四　生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全
に寄与する態度を養うこと。
　五　伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんで
きた我が国と郷土を愛するとともに、他国を尊重
し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養う
こと。

義務教育 第４条（義務教育） 第２章　教育の実施に関する基本

国民は、その保護する子女に、九年の普通教育を
受けさせる義務を負う。
②　国又は地方公共団体の設置する学校における
義務教育については、授業料は、これを徴収しな
い。

第５条　国民は、その保護する子に、別に法律で
定めるところにより、普通教育を受けさせる義務
を負う。
２　義務教育として行われる普通教育は、各個人
の有する能力を伸ばしつつ社会において自立的に
生きる基礎を培い、また、国家及び社会の形成者
として必要とされる基本的な資質を養うことを目
的として行われるものとする。
３　国及び地方公共団体は、義務教育の機会を保
障し、その水準を確保するため、適切な役割分担
及び相互の協力の下、その実施に責任を負う。
４　国又は地方公共団体の設置する学校における
義務教育については、授業料を徴収しない。


	



